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平成 29年度大学コンソーシアムやまがた第 3回幹事会議事録

平成 30年 3月 13日 (火)15i00～ 16:36
ゆうキャンパス 。ステーション及びテレビ会議

委員長  安田 弘法 (山形大学)
副委員長 野村 真司 (東北芸術工科大学)

奥山 卓郎 (山形県立米沢栄養大学・山形県立米沢女子短期大学)
大桃 伸一 (東北文教大学・東北文教大学短期大学部 )

→代理 加藤隼人准教授
委 員  柏倉 弘和 (羽陽学園短期大学)

神田 直弥 (東北公益文科大学)
藤原 茂樹 (放送大学山形学習センター)
遠藤 隆弘 (山形県)
小林 正弘 (山形県立産業技術短期大学校 )
菅原 邦生 (山形工科短期大学校 )
栗山 恭直 (企画会議委員長/山形大学)
布施 一明 (事業評価委員会委員長/山形大学)
高橋  亘 (山形県立保健医療大学)
吉木 宏之 (鶴同工業高等専門学校 )
田畑 信二 (山形県立産業技術短期大学校庄内校 )
遠田 達浩 (山形県立農林大学校 )

井上 柴子 (山形大学准教授/男女共同参画推進室)
小座間優華理 (山形県総務部学事文書課主任主事)

齋藤幸太郎、西日 靖子

会議に先立ち、事務局から代理出席者、陪席者の紹介と会議成立の報告があつた。

次いで、委員長から前回議事録の確認と今回の議事録署名人として東北芸術工科大学・

野村委員と放送大学山形学習センター 。藤原委員の二人に依頼があつた。

議題

【協議事項】

1 平成 29年度事業報告 (案)及び収支補正予算並びに収支決算見込額 (案)について
はじめに平成 29年度事業報告 (案)について、資料 1に基づき事務局から説明があつ
た。

(報告書に記載以外の説明内容)
。「山形講座フォローアップ事業」について、昨年 12月 末に大学問連携共同教育推進

事業評価委員会から、社会入力育成山形講座に係る事後評価結果 (案)と して、総括

評価「A:計画どおりの取り組みが行われ、成果が得られていることから、本事業の
目的を達成できたと評価できる。」との通知があった。なお、事後評価結果の最終決

定は、 3月 13日 開催予定の事業評価委員会で行われる予定である。



また、③山形地域志向型科目等の広報について、各大学のオリエンテーションを活用

して広報する予定だったが、大学によつては必修科目となったことから、実質的には

所属学生で受け入れ枠がいっぱいとなり、他大学の学生を受け入れられなくなつた

こともあり、広報は行われなかった。

・「連携事業」において、(1)単位互換の推進では、単位互換受講者教及び単位互換履修

学生交通費支援制度の利用者数が平成 28年度に比べ減少したのは、社会入力育成

山形講座が終了した影響が考えられる。

・「教職員の交流事業」について、事業評価で内容をフィー ドバックしてもらいたいと

の意見があつたため、報告書を 12頁に添付した。次年度からは、終了後速やかに報

告したい。

・山形大学地域価値創成学研究所から事務室の一席を借用したいとの話があり、1年間

の トライアルで貸すことにしていたが、結果的に利用はなかった。

次いで、平成 29年度収支補正予算並びに収支決算見込額 (案)について、資料 2に

基づき事務局から以下の説明があつた。

(説明要旨)           ヽ

収入は、雑収入で預金利息分 19円 を増額補正。

支出について、

。「大学コンノーシアムの顔となる事業」において、「高等教育山形宣言プロジェクトJ

は 10万円 2件の採択で 30万円の予算から10万円少なくなったこと、「やまがた

夜話」の講師が遠方からの講師がいなかったことで、旅費の支出が抑えられたこと、

また、「企画会議事業」では、各イベントにかかる費用が若干抑えられたこと、など

により、163,224円 を減額補正。

・「山形講座フォローアップ事業」では、「山形講座の開設」で外部講師を招へいせず、

柴田先生が一人で 2日 間の講義を行ったため、謝金が大幅に抑えられたこと、また、

「山形地域志向型科目の広報」が行われなかつたことにより、296,770円 の減額補正。

。「連携事業」は、「大学等進学説明会」に係る旅費が抑えられ、31,850円 の減額補正。

・「教職員の交流事業」は、全国大学コンソーシアム研究交流フォーラムヘの参加旅費

の残額 5,900円 を減額補正。

・「広報事業」は、執行残の 8,198円 を減額補正。

・「大学コンノーシアムやまがた運営費」は、 5番 目の事務局運営共通経費で、共有の

ハー ドディスクが壊れ修理代がかかったことと、印刷物の増加で トナーの消費が多

く18万円の大幅増となったことが主な理由で、157,320円 の増額補正。
。「ゆうキャンパス・ステーション運営費」は、事業推進費 60,000円 とゆうキヤンパ

ス・ステーション運営費の予備費 1,077,816円 を合わせた 1,137,816円 を減額補正。

この結果、1収入決算見込額 9,749,710円から支出決算見込額の 7,540,448円 を差し引

いた 2,209,262円 が、現時点における30年度への繰越額となる見込みであるが、最終

決算額は、次年度最初の幹事会で報告する予定。

(なお、委員長から、資料 2の最終行 (参考)の収入見込額 9,749,716円 は9,749,710

円の誤 りと修正があった。)         1



以上の説明に対し特に意見はなかったことから、平成 29年度事業報告 (案)及び収支
補正予算並びに収支決算見込額 (案)は承認された。

2 大学コンソーシアムやまがた第 3期事業計画 (案)について
委員長から、12月 の幹事会において、事業方針案は重要な部分であるため、いただい

た意見を整理してメールで送るとしていたが、 2月 26日 に資料 3の とおりその事業方
針案とともに、第 3期事業計画 (案)を委員へ送り3月 5日 までに意見を聴取するとして

いた。その結果、 2の (2)③で「認知度の向上図る。」を「認知度の向上を図る。」と、
一文字追記の指摘以外に内容への意見はなかった旨の説明があつた。

以上のことから第 3期大学コンソーシアムやまがた事業計画 (案)は承認された。

3 平成 30年度事業計画 (案)及び収支予算 (案)について
事務局から、平成 30年度事業計画 (案)及び収支予算 (案)について、資料 4か ら資
料 7に基づき以下の説明があちた。

(資料 4について 記載以外の説明内容 )
・事業計画書 (案)1頁 目の前文では、第 3期事業計画に基づき、平成 30年度の事業
を行 う、としている。

・「企画会議事業」の (1)学生による地域貢献・活性化プロジェクトは、第 2期事業計画

で行つてきた「高等教育山形宣言」プロジェクトを30年度から「学生による地域貢
献・活性化プロジェクト」と名称変更し、企画会議事業として継承していくことにし

たい。(3)刀 学ヽ生を対象とした体験型学習は、事業評価においても、小学生を対象と

した事業は残すべきとの意見があつたが、29年度まで実施してきた「イヌワシふれ
あい体験Jは行わず、各機関に予算枠を示して公募し、提案された企画を実施したい。

なお、予算枠は 5万円と考えている。(4)プロスポーツを活用した地域活性化活動の

開催は、平成 30年度も「モンテディオ山形杯雪中棚田サッカー大会」を開催予定で
ある。ただし、プロスポーツの活用はサッカーに限らないのではないかと事業評価に

あることから、 30年度中に他のプロスポーツと連携した事業を模索する。
・平成 29年度事業にあつた「山形講座フォローアップ事業」について、特にフォロー
をしていたリーダーシップ教育の講座は、平成 30年度から山形大学で立ち上げる
ことになったため、 30年度事業からなくしている。
・「教職員の交流・連携事業」の(2)FD,SD研修会の開催及び参加は、FD研修に関
しては、各機関の希望を検討して実施したい。また、各機関が実施する研修会で力日盟

機関の教員が参力日できるものを紹介していきたい。

・「男女共同参画推進事業」は、前回の幹事会で「ダイバーシティ推進ネットワーク会

議」の設置が了承されたので、企画会議事業から外し、新たに「男女共同参画推進事

業」として組み替えた。当面は山形大学男女共同参画室と協力しながら進めたい。

(資料 5 平成 30年度機関負担金 (会費)(案)について)



・前回幹事会で承認された山形工科短期大学校からの要望を枠外※ 1に「うち、収容定

員が 50人に満たない機関は短大等の 2分の 1で積算」と追記した。また、学生収容
定員 1人あたりの単価は変えていない。6機関で収容定員に増減があり、29年度に
比べ 23,851円 の減額となる。

・資料 5の表で、右欄の 28年度比を29年度比に訂正。

(資料 6 平成 30年度ゆうキャンパス・ステーション運営費負担金 (案)について)
・前回の幹事会で、山形工科短期大学校からゆうステ運営費負担金についても相談させ

てもらいたいとの話があり、事情を考慮した結果 30年度から負担なしとして計上し
たので、ゆうキャンパス・ステーション運営費負担金 (案)は、29年度より10万

円減の296万 円となる。

(資料 7 平成 30年度大学コンソーシアムやまがた収支予算書 (案)について)
【収入】

。「機関負担金収入」は、資料 5の とおり4,294,479円。
。「ゆうキャンパス・ステーション運営費負担金」は、資料 6の とおり 2,960,000円。

・「繰越金」は、資料 3の決算見込額 (案)の額 2,209,262円。
。これに雑収入 30円を加えた 9,463,771円が収入予算額となる。

【支出】

。「地域貢献・活性化事業」として 60万円。内訳は、「学生による地域貢献・活性化プロ

ジェクト」 (十日:高等教育山形宣言プロジェクト)は、29年度と同額 30万円、「やま
がた夜話」は 29年度実績に合わせた額 20万円、「小学生を対象とした体験型学習」
は 5万円を計上し、この予算枠で各機関へ公募したい。また、「プロスポーツを活用し

た地域活性化活動」は 29年度と同額の 5万円を計上した。
・「連携事業」は、525,000円で各内容の予算も29年度と同額。
・「教職員の交流・連携事業」は、全国大学コンノーシアム研究交流フォーラムヘの参加

旅費 10万円とFD, SD研修の講師謝金として 5万円を合わせた 15万円を計上し
た。

・「広報事業」は、パンフレット4, 300部 33万円を計上。
・「大学コンノーシアムやまがた運営費」は、内容の 5番 目、事務局運営共通経費が 29
年度 78万円かかる見込みのため、 70万円を計上した。
・「ゆうキャンパス・ステーション運営費」は、平成 29年度と同額で配分し、残 りは予
備費に計上した。

以上の内容から合計 9,463,771円が支出予算となる。

このことについて、委員長から、平成 30年度事業計画書 (案)は先に審議した第 3期事

業計画 (案)及び、前回幹事会と2月 15日 の企画会議の結果に基づいて作成している旨の

補足説明があり、以下の質疑応答及び意見交換が行われた。

(質疑応答等の内容)



・資料 7大学コンソーシアムやまがた運営費の総会等会議開催費 10万円となっており、
資料 2の今年度の見込額 15)000円 と差があるが、その理由は何か。(代理 :力日藤委員 )

→しばらく学長、校長懇談会を行っていないため、平成 30年度に開催したいと考えてい

るためである。説明が抜けたことをお詫びする。 (事務局)

・資料 4の 「教職員の交流 。連携事業」(2)FD, SD研修であるが、この時期に開催時

期等が決まっていないと各機関が計画できないと思われるが、時期等は決まっている

のか。 (野村委員 )

→ FD研修はまだ決まっていない。 SD研修の方は現在山形大学障がい学生支援センタ
ーの先生と相談中であるが、夏休み中の実施を考えている。 (事務局)

→ (FD研修について)「 FDネ ットワークつばさ」の方では、「基盤教育ワークショップ」
の日程が決まっており、9月 14日 (金)を予定している。詳細は6月 末ごろに決まる

予定である。 (栗山委員)

・各機関で開催される研修で、コンノーシアムの教職員が参加可能なものは、加盟機関に

紹介していく。 (事務局)

以上の結果、平成 30年度事業計画 (案)及び収支予算 (案)について承認された。

4 「ダイバーシティ推進ネットワーク会議規程 (案)について
事務局から、ダイバーシティ推進ネットワーク会議規程 (案)について、資料 8に基
づき、前回の幹事会で承認された山形大学からの要望について、幹事会の下に「ダイバ

ーシティ推進ネットワーク会議」を設置したいこと、また、会則に基づき、第 1条 (設

置)、 第 2条 (目 的)を定め、規程を作成したこと等の説明があつた。

次いで、陪席の井上先生から、前回の助言から幹事会の下にダイバーシティ推進ネッ

トワークの委員会を置かせてもらうこと、期間については第 9条で補助期間の終わる3

年後に見直すこと、また、セミナー等の開催時期、内容を示した旨補足説明があつた。

このことについて、以下の意見交換等があつた。

(主な意見交換等の内容 )

・資料 8別紙 (3)予算は、誰がどのように決定し、検証するのか。 (藤原委員)
→山形大学で行 うもの。 (陪席 :井上先生)

。幹事会の下に会議を置くということだが、その会議の予算は山形大学にあるというのは

了角卒してよいものか難しい。 (藤原)

→この点について、次の幹事会に向けて検討したい。 (陪席 :井上先生)

以上の意見等については、次の幹事会に向け検討したうえで進めることとした。

5 「県内高等教育機関等による連携事業 (PRイ ベント事業)に対する支援」について
委員長から、本件は、2月 の臨時幹事会で検討してもらい意見聴取したが、28年度に

実施した「やまがた高等教育職業フォーラム」の反省から、時期や対象学年、開催場所等

をどのようにするか。また、山形県専修学校各種学校協会からは特に要望はないとのこと



なので、県の説明を改めて聞き、十分な検討をしたいと考え、本日の議事にしたこと、及

び資料 9の各機関からの意見内容について説明があつた。

次いで、山形県の遠藤委員から資料 9の 2頁の図「県内高等教育機関等における県内入

学者確保対策 (情報発信)への支援の考え方」に沿つた内容で詳細な説明があつた。

このことについて、以下の意見交換等が行われた。

(主な意見交換等の内容)

。臨時幹事会の意見聴取では、賛同するとした機関の意見内容は、賛同しないとした本校

や山形大学の意見と同様の指摘が多くォある。問題点の解決が今の県の説明でどれだけ

できるのか。県内への定着率を上げる点は県及びヨンノーシアムの目的でもあるが、一

緒に開催した場合にコンソーシアム側が専修学校等の足を引つ張らないか懸念される。

大学等進学説明会は、高校からの要請で出向くので良いのだが、今回の事業では開催場

所へ高校生に来てもらわなければならない。県はこの点について問題意識を持って解

決しようと考えているが、高校生の相当数の参力日がなければ成功とはいえない。また、

コンノーシアムが委託を受けて主体として行 うのは難しいと考える。県が相当のテコ

入れすることを前提とするならば、賛同してもよいと思う。 (小林委員)

→成功するか否かは、どのように高校生に情報を伝えて参加してもらうかであるが、過去

の例を見ても教育委員会の協力を得られなければなかなか成功しない。そういう意味

で検討会を立ち上げて教育委員会に主体的に参加してもらうことが必要と考えている。

検討会は県が立ち上げることにしており、イベントの内容をどのようにするかについ

ては、検討会の中で十分練っていきたい。また、事業の実施に必要な人手についても県

が協力することにしている。 (遠藤委員 )

・小林委員と同様に事業の必要性というのは十分承知している。その中において臨時幹事

会で出てきた意見については、遠藤委員から説明で課題をクリアしていく姿勢を示し

てもらった。県がこう考えているのだからお願いするという丸投げではなく、コンノー

シアムと十分なすり合わせをしてもらい、教育庁も若者の県内定着に関しては当事者

の一つであるので参加してもらい、学事文書課にイニシアティブをとつてもらえれば

やっていけるのではないかと考える。 (奥山委員)

→県の補助事業ではあるが、実施するうえではスタッフ的な役害Jを果たしていく必要が

あると考えている。コンソーシアムと連携を密にしながら、また教育委員会とも連携し

ながら集客できるように持つていきたい。 (遠藤委員 )

・山形大学とすれば実際どのようなメリットがあるのか難しいが、県の協力があるのであ

ればやるようになるかもしれない。 (栗山委員 )

・直接関係ないかも知れないが、私も庄内の高校に毎年説明に行って進路担当の先生と情

報交換をして来るが、庄内地区の高校からはあまり受験してくれない難しい部分があ

り、全ての機関では一所懸命回つて高校生をかき集めている状況である。遠藤委員もそ

のことは重々承知のことと思われるので、やることになればリーダーシップをとつて

対応をお願いしたい。 (委員長 )

・東北芸術工科大学は今回総論賛成としているが、実際、資料 1の大学等進学説明会の実

績報告でも、ヨンソーシアムから声をかけても13校からしか返つてこないし、その 1



3校のうち芸工大は 8校しかない。まずこの実状をしっかり認識してもらいたいと思
つている。かつ専修学校が入ることによつて、生徒が大学、短大等各学校を回遊するの

か、若 しくははっ.き り志望するところを決めているのか、どのような思惑があるのかよ

く理解できないところがあり厳しいと思われる。 PRを含めてどれだけ高校で理解を
示し会場に足を運んでくれるのか、なかなか難しい気がする。また、業者による説明会

は、各大学から徴収したお金でバスを借り上げ、生徒を強引にバスに乗せて 3校～ 5校

を回るようなことをやっているが、そこまでやらないまでも広報を含めて相当しっか

りやらないと、平成 29年度実績の 13校も確保できない非常に厳しい状況になると
懸念される。もう一つ、学事日程をどこに合わせるかが大きな問題で本当にこのタイミ

ングでうまくいくのか不安があるので、この点も十分留意願いたい。 (野村委員 )

・放送大学は生涯学習というイメージが強いが、学生の何割かは 18歳から20歳までの
方が多いのが実情である。新学長は高校生に対するアピールを非常に強く言っており、

私たちは非常に厳しいことを承知しているが、 (高校生へのアピールは)重要なことと
思っている。ここでお願いなのだが、結果の総括はしっかりとやって各参加機関に還元

してもらいたい。 (藤原委員 )

・教育庁の参加も得てと県の説明があったが、教育庁は県の行政機関の一つであるので県

内定着率は意識している。しかし、高校は極論を言えば県内定着率は考えていない。高

校が県内定着率を考えて参加するというようなシステムを検討会で進めてもらいたい。

(小林委員 )

以上の意見交換等の後、委員長から、本事業はかなリハー ドルが高い所があるが、遠藤委

員はじめ県から多面的なサポー トを行ってもらうこと、また、結果の分析をしっかりして次

に繋げることを前提としたい旨の話があり、県内高等教育機関等による連携事業 (PRイ ベ

ント事業)に協力・実施していくこととなった。
なお、県が立ち上げる検討会 (ワーキンググループ)のメンバーは、県と相談のうえ、後
日推薦してもらうこととなった。

6 単位互換協定への加入について
事務局から、資料 10に基づき以下の説明があつた。
(説明要旨)

・今まで文科省所管の機関でないことから単位互換が認められず、オブザーバー参加と

なっていた山形県立産業技術短期大学校及び同庄内校から協定への加入申し込みが

あった。

・平成 26年 9月 1日 付の文科省通知の概要で「大学および短期大学が単位を与えるこ
とのできる学修」として「職業能力開発短期大学校における学修も大学等の教育に相

当する水準を有すると認めるもの」とあり、留意事項に「無条件で単位を与えること

は適当でない」旨もあることから、実際の取り扱いには時間がかかると思われる。
。この背景として山形県立産業技術短期大学校から大学への編入学がある。

・手続きは、従前どおりの取り扱いとしたい。

このことについて、以下の意見交換等があった。



(意見交換等の内容)

・産業技術短期大学校は職業能力開発促進法により設置された大学校であり、教育内容、

技能研修の内容は非常に高い。また、その学習の濃さも 2千時間と各大学が休みの期間

もほとんど休まず勉強している。積年の課題をようやくクリアし認めてもらつた内容

であるので、 (本事項について)是非認めてもらいたい。 (藤原委員 )

・現実問題として編入学についてはもう一つステップがあり、文科省からは単位互換の実

績をあげなければ、編入学は難しいので単位互換の実績を上げるよう通知が来ている。

現時点では本校も庄内校も直ちに単位互換ができる状況にはないため、準備期間が必

要であるが、今回、包括的に参力日を認めていただきたい。 (小林委員)

以上の結果、山形県立産業技術短期大学校及び同庄内校の単位互換協定への加入につい

て承認された。

【その他】

1 ゆうキャンパス・ステーションの移転について
委員長から、資料 11の とおり新聞記事になつたことの情報提供である旨の説明があ

つた。

最後に事務局から、協議事項 5で進めることとなつた「県内高等教育機関等による連携事

業 (PRイ ベント事業)」 について、3月 27日 に開催される総会へは、平成 30年度事業計

画 (案)に追加して協議してもらうこと、また、平成 30年度収支予算 (案)はそのままと

し、平成 30年度に入つてから補正予算で対応したい旨の提案があり、了承された。

以上
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・大学コンノーシアムやまがた会則

古平成 29年度大学コンソーシアムやまがた第 2回幹事会議事録

(平成 29年 12月 21日 開催)

資料 1  平成 29年度大学コンソーシアムやまがた事業報告書 (案 )
(平成 30年 2月 28日 現在 )

資料 2  平成 29年度大学コンソーシアムやまがた収支補正予算並びに収支決算見込額
(案)(平成 30年 2月 28日 現在 )

(参考 1)平成 29年度大学コンノーシアムやまがた機関負担金収支決算見込額 (案 )

(参考 2)平成 29年度大学コンソーシアムやまがたゆうキャンパス・ステーション運営費

収支決算見込額 (案 )



資料 3  第 3期大学コンソーシアムやまがた事業計画 (案 )
(別紙 1)第 3期事業計画 (案 )
(別紙 2)大学コンソーシアムやまがた組織図 (案 )
資料4  平成 30年度大学コンソーシアムやまがた事業計画書 (案 )
資料 5  平成 30年度機関負担金 (会費)(案 )
資料6  平成 30年度ゆうキャンパス・ステーション運営費負担金 (案 )
資料 7  平成 30年度大学コンノーシアムやまがた収支予算書 (案 )
(参考 1)平成 30年度大学コンソーシアムやまがた機関負担金収支予算書 (案 )
(参考 2)平成 30年度大学コンソーシアムやまがたゆうキャンパス・ステーション運営費

収支予算書 (案 )

資料8  ダイバーシティ推進ネットワーク会議規程 (案 )
(別紙) 「大学コンソーシアムやまがた」におけるダイバーシティ推進ネットワークの

設立要請について

資料9  「県内高等教育機関等による連携事業 (PRイ ベント事業)に対する支援」に
ついて

資料 10 山形県立産業技術短期大学校の単位互換協定への加入等について (案 )

資料 11 ゆうキャンパス・ステーションの移転について (平成 30年 2月 4日 付山形
新聞記事 )
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